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は し が き

1 この予算に関する説明書は、地方自治法施行規則第15条の2による別記様式に基づき

作成したものである。

2 この予算に関する説明書のうち、前年度予算額は令和元年度当初予算額である。

3 歳入歳出予算額は千円単位であるため、千円未満を切り上げ又は切り捨ての処置を行っ

た。

4 人件費中職員手当及び共済費は、おおむね次により計算した。

⑴ 地 域 手 当 本俸、扶養手当、管理職手当の100分の6

⑵ 期末及び勤勉手当 条例に基づく基本給月額の4.50月分

⑶ 職員共済組合負担金 標準報酬月額の1,000分の217.2898、事務費1人年11,448円

及び6・12月分の期末勤勉手当の1,000分の197.3898
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介 護 保 険 事 業 特 別 会 計
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